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ABSTRACT 
This report was consist of the viewpoint of Globalization which is "Leadership", "International 
Cooperation", and "Autonomy" that based on the previous result of two reports; "Study of a Social Vision 
in the future" and "Science and Technology Foresight by Field".  Especially, it also include clarify of the 
strategy and importance for describe the society with the expected technical achievements to realize the 
future in 2030. From the viewpoint of “Leadership” indicated that a unified information gathering and the 
analysis based on the power of Manufacturing are used to take the advantage of the strengths of Japan and 
to secure global competitiveness. For the achievement, it derives the importance of promotion of research 
and development of data analysis, security and simulations by research organizations, and institutional 
design and policy decisions related to information utilization infrastructure construction and operation by 
national and local governments. From the viewpoint of “International Cooperation”, the scenario 
indicated that Japan will be a major role to solve the global problems such as Climate Change and 
infectious disease using the Japan’s strengths. For the achievement, it clarified the importance of the 
government regulations; support of international activities, system constructions, and adjustments among 
stakeholders. And, from the viewpoint of “Autonomy”, the scenario indicated the vitality of Japan is 
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○視点 2：国際協調・協働 「サービス輸出を通じたデータ囲い込みによるサービスエコシステム」 
MaaSシステムの輸出を通じて貢献しつつ、他国の生活データを囲い込み次のサービスを開発 














企業  MaaS運行事業団体の設立 
業界プラットフォーム組織  自動車メーカーのコンソーシアム設立、事業者コンソーシアム設立 
 ステークホルダー間の調整（主に事業者周り） 
学・協会  行動データ収集利活用に関する倫理規定の策定 
 ステークホルダー間の調整（主に利用者者周り） 
大学  地域の核として MaaSの導入前シミュレーション等各種調査 
その他人材育成機関  MaaSに対する啓蒙・普及、利用者リテラシーの育成 
金融・投資機関  MaaSによる経済効果見積もりと、それに基づく新規事業者への投資、 
国の MaaS補助金用債券等の金融商品販売・促進、各種保険の拡充 

















































○視点 1：リーダーシップ 「行動データ利活用による高度観光・防減災サイバーフィジカルシステム」 
行動データの利活用によって高度観光・防減災を実現する CPS 
○視点 2：国際協調・協働 「防減災情報クラウドによる国際災害救援プラットフォームの実現と提供」 
防減災情報クラウドによる国際災害救援プラットフォームの実現と提供 































































































実施主体 リーダーシップ 国際協調・協働 自律性 
政府・ 
自治体 



































































































































































































































































































実施主体 リーダーシップ 国際協調・協働 自律性 
政府・ 
自治体 






















































学・協会  病害情報の収集と情報提供  サステナブル農業の評価基
準の策定 
 山林の資産価値評価 
大学  情報工学の知見の蓄積 


































































































































































































































































































































































































































安全保障など各種課題の総合的解決を目指す。具体的には、生活データなど今後（IoT (Internet of 



































業界プラットフォーム組織  生活データに関する業界標準の策定・組み込みの推進、特定メーカー・ 
業界に閉じない ALL Japan Makerでの取り組み推進 
学・協会  生活データの適切な利活用に関するガイドラインの作成と監視、 
外部公開用オープン・データプラットフォームの運営・管理 




金融・投資機関  個人情報代理運用機関の設立、情報資産運用商品の企画・開発、 
情報流出保険制度の開発、情報システムへの投資促進に関する特例制度 
市民・NPO  行動情報の利活用に関する受容、適切な情報利活用についての監視・ 
規制 
























































公的研究機関  スマートコミュニティ研究や社会システム研究 
 モニタリングシステムの普及 
 低炭素社会の実現に向けた社会制度の検討 




業界プラットフォーム組織  生物多様性を考慮した原材料の利用と仕組みづくり 
 他業界との連携 
 研究開発倫理規定の策定 
学・協会  エネルギーと環境の最適バランスを検討する学会間の連携 
大学  学内連携による人材育成、他学科との共同研究 
その他人材育成機関  初等教育からの環境教育の義務化 
 リテラシー教育 
金融・投資機関  排出権取引に関する支援 
 ファンドの設立 
 地域リーダーの育成 
市民・NPO  リスクの許容と理解 
 異文化の理解 
 温暖化に関する正しい知識の蓄積 





















































政府・自治体  雇用制度、教育等に係る制度整備 
 自然環境保全を統合的に進めるための制度整備 
 都市等の再開発に向けた制度整備 
公的研究機関  ビッグデータの基盤整備 
 自然環境モニタネットワークの構築 
 スマートシュリンクやコンパクトシティ化に向けた方策の検討 
企業  個々の能力を生かす組織マネジメントの構築 
 中山間地域でのビジネスモデルの構築 
 地方への本社移転 
業界プラットフォーム組織  オフィス内ストレス軽減のガイドライン策定 
 地域産物のブランド化創出と認定 
 無人化施工等に向けた規格・ガイドラインの策定 
学・協会  診療ガイドラインの更新・作成 
 山林の資産価値評価 
 インフラの自動検査等におけるガイドラインの策定 
大学  組織マネジメント等の研究領域の創生と人材育成 
 中山間地域における経済活動をマネジメントする人材の育成 
 建設生産システムの安全性や生産性についての研究開発 
その他人材育成機関  組織内ストレス解消に向けて医師を補完する専門職の育成 
 ICT教育の普及 
金融・投資機関  インフラ整備への投資 
市民・NPO  社会実装に向けた理解増進の推進 






























































パート 1［ビジョン］： 将来社会ビジョンに関する検討 
人口構成及び産業構造の変化を軸とし、コネクト化（人やモノが繋がる）の進展も踏まえ、将来社
会の姿や価値観の変化について、ワークショップを開催して検討を行う。 
パート 2［科学技術］： 科学技術の抽出と評価（分野別科学技術予測） 
実現が期待される科学技術を抽出し、それらの重要度、国際競争力、実現可能性等に関する専
門家の見解をウェブアンケートにより収集する。 
























































































































図表 3  国際的視点からの統合テーマ 
統合テーマ 内容 我が国の強みと弱み 






















































































































































































































































































































































































政府・自治体  地域ファブ拠点への支援 
 グローカルものづくり・サービスネットワークの支援 

















学・協会  産学連携の場の提供 
 新規アイデアを有する人材の発掘支援 
大学  デジタルファブリケーションの先駆的試行、実践 
 ものづくり基盤技術（材料創成、計算、計測等）の研究 




















































































政府・自治体  再生可能エネルギー、省エネルギー機器の普及施策 
 直流送電、直流スマートグリッドの普及施策 
 地球温暖化など国際貢献企業の支援 
















学・協会  産学連携の場の提供 
大学  環境エネルギー関連材料、デバイスの基礎研究 
 ウェアラブルテクノロジーに関する基礎研究 
 シミュレーション、インフォマティクス人材育成 
その他人材育成機関  デジタルファブリケーションの実践教育 
 環境エネルギーの基盤テクノロジーの教育 
 環境に関する初中等教育 
金融・投資機関  地球温暖化など国際貢献企業の支援 


































































政府・自治体  障害者、高齢者向け支援機器等の普及のための制度整備 
 地域ファブ拠点への支援（一次産業工業化・サービス化支援） 
公的研究機関  3D-CAD&ファブシステムの研究開発 
 人工知能ロボットの研究開発 
 在宅勤務・遠隔医療・遠隔教育等のシステムの研究開発 















その他人材育成機関  デジタルファブリケーションの実践教育 
金融・投資機関  ウェアラブル機器等の購入のための金融商品開発 




















































































































































































































































































学・協会  行動データ収集利活用に関する倫理規定の策定 
 ステークホルダー間の調整（主に利用者周り） 
大学  地域の核として MaaSの導入前シミュレーション等各種調査 






















ことが挙げられる。また、技術的には最低限、車両に通信可能な GPS(Global Positioning 
System、 全地球測位システム)端末が搭載されていれば実現できるため、既存車両の置き換え
や大幅な初期投資を行うことなく実現可能なシステムであることも挙げられる。 


































学・協会  行動データ収集利活用に関する倫理規定の策定 
 ステークホルダー間の調整（主に利用者周り） 
大学  地域の核として MaaSの導入前シミュレーション等各種調査 




























































大学  地域の核として MaaSの導入前シミュレーション等各種調査 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































学・協会  技能の解明に向けた研究組織の立ち上げ 
大学  技能の解明に向けた研究の推進 
 技能のノウハウと先端製造技術の両者を備えた新人材の育成 
その他人材育成機関  技能の継承 
金融・投資機関  新コンテンツ創造に対するリスクマネーの提供 










































政府・自治体  超高精細映像に関する研究開発の推進 
 インタフェース技術、テレイグジスタンス技術に関する研究開発の推
進 
公的研究機関  災害対応を前提とした運用技術の開発 
 ロボット技術のディペンダビリティの強化 










その他人材育成機関  空間情報取扱い技能者の育成 
金融・投資機関  空間情報活用ビジネスへの投資 
 災害関連ソーシャル企業への資金提供 





























政府・自治体  地域独特の技能の指定とそのノウハウ体系化に向けた支援 
公的研究機関  地域独特の技能のアーカイブ化とノウハウの推定 
 得られたノウハウを基にした教育プログラムの作成 





学・協会  技能におけるノウハウの解明に向けた研究組織の立ち上げ 
大学  技能におけるノウハウの解明に向けた研究の推進 
 獲得された技能ノウハウと先端技術の融合による新技術の創出 
その他人材育成機関  技能者育成の強化 
金融・投資機関  継承された技能を基にした新事業へのリスクマネーの提供 





































































































































































































学・協会  疫学、生物統計学、情報科学、研究倫理学の人材の認定制度 
 機能的健康度の基準値の作成 























































政府・自治体  国際連携の枠組み構築 
























学・協会  診療ガイドライン更新・作成 
 国際保健衛生活動（赤十字等）の技術高度化 
大学  研究開発： 
 感染症の感染・重症化機序及び検査法・予防法・治療法 
その他人材育成機関  データベース取扱いに関する研究倫理教育 
 国内外で危険度の高い感染症の検査や治療補助に対応可能な人
材の育成 
金融・投資機関  ベンチャー企業（感染症検査法、ワクチン等）への投資拡大 
 感染症予防ビジネスへの積極的投資・仕組み構築 






























学・協会  診療ガイドライン更新・作成 





その他人材育成機関  データベース取扱いに関する研究倫理教育 
金融・投資機関  難病・希少疾患研究・医療への寄付の仕組み構築 












































































学・協会  神経回路-分子病態に基づく精神疾患の亜型診断分類 






















市民・NPO  ストレス耐性を育てる教育システムの受容 
 脳情報取扱いへの理解 
＊rs-fMRI: resting state functional magnetic resonance imaging（安静時機能的磁気共鳴画像法）、sMRI: 
structural MRI（構造的MRI）、task-fMRI（タスク実行時機能的MRI）、PET: positron emission tomography（陽電
子放射断層撮像法）、MRS: magnetic resonance spectroscopy（磁気共鳴分光法）、DTI: diffusion tensor imaging
（拡散テンソル画像）、EEG: electroencephalography（脳波）、MEG: magnetoencephalography（脳磁図）、NIRS: 
near infrared spectroscopy（近赤外分光法） 
 
(3) 戦略推進上の留意点 





















































































































































































































公的研究機関  農業ビッグデータプラットフォーム構築 









学・協会  スマート農業や完全養殖水産業での病害情報の収集と情報提供 
大学  AI(Agricultural Informatics)やマリン ITなど IoT（Internet of Things）
/IoE（Internet of Everything）を活用した情報工学の知見の蓄積 
 農業 ICT人材の育成 
 養殖技術の洗練化、飼料の開発 
 保存、流通技術の開発 
その他人材育成機関  研究者と農業者、関連事業者の橋渡し 
金融・投資機関  農業事業者の ICT インフラ導入への投資 
 養殖事業者育成のための投資（養殖ベンチャー） 
 和食事業者の海外進出支援 












































































学・協会  サステナブル農業の評価基準の策定 






その他人材育成機関  サステナブル農業への理解促進事業 
金融・投資機関  世界共有のインフラとなる農業情報プラットフォームへの投資 
 海洋資源量予報ビジネスへの投資 































































学・協会  山林の資産価値評価 









その他人材育成機関  ICT教育の普及、国際戦略立案人材の育成 













































































































































































































































学・協会  産学官における情報共有システムの構築 
 観測地点の拡大 
 災害の予報と情報伝達に関する研究 
大学  災害発生メカニズムの解明 
 災害予報に関する研究 
 情報施工、無人施工に関する研究 
その他人材育成機関  防災・減災リテラシー教育 
金融・投資機関  火災・地震保険の再検討 
 災害等非常時の判断（避難指示等）の是非に対する保険の開発 







































政府・自治体  産学官におけるデータ提供と整備 
 観測データ基盤構築に向けた国際協力の推進 
 データ利用に関する法環境の整備 
公的研究機関  各種観測システムの整備と国内外関係機関との連携・協力 
 データ提供とアプリケーション開発 











大学  ビッグデータ等大容量データの解析とアプリケーションの開発 
 データ提供 
 防災・減災・情報リテラシー教育 
その他人材育成機関  防災・減災・情報リテラシー教育 
金融・投資機関  災害等非常時の判断（避難指示等）の是非に対する保険の開発 





















































公的研究機関  スマートシュリンクやコンパクトシティ化実現への具体的方策の検討 





学・協会  自動運転と安全性の確保に関する研究開発 
大学  自動運転と安全性の確保に関する研究開発 
その他人材育成機関  各種モビリティに対応した交通安全教育 
金融・投資機関  インフラ整備への投資 
 郊外と都市の不動産の交換をより促すサービスの開発 
 自動運転、高齢者モビリティ関連の保険の開発 

































































































































































































A) エネルギー: 生産から消費、流通・変換・貯蔵・輸送 


















































(2)  実現を目指すに当たっての各主体の戦略 
実施主体 戦略 
















学・協会  産学連携による人材育成 
 エネルギーと環境の最適バランスを検討する学会間の連携 
大学  エネルギーのベストミックスに関する研究 
 異常気象発生機構の解明 
 学内連携による人材育成、他学科との共同研究 
その他人材育成機関  初等教育からの環境教育の義務化 
金融・投資機関  新 FIT制度設立排出権取引に関する支援 
 排出権取引に関する支援 











































る CO2 回収型ガス化複合発電が世界に広がり、ASEAN では、バイオマスからのエネルギーと有
用物質のコプロダクションといった技術のみならず、トレードオフ、経済性等を考慮した温室効果ガ
ス排出削減対策と選択手法によって、CO2 削減に取り組んでいる。また、沿岸・海洋での潮流エネ







(2)  実現を目指すに当たっての各主体の戦略 
実施主体 戦略 


























その他人材育成機関  子供の頃からのリスクマネジメント教育 
 コンセンサス形成に向けた取り組み 
金融・投資機関  新たな投資スキーム 
 海外への直接投資（Foreign Direct Investment） 
市民・NPO  リスクに関わるステークホルダー間のコンセンサス形成 
 
(3) 戦略推進上の留意点 


































































 官民連携 （オープンガバメント等）の検討 
 露地栽培と施設栽培の最適化システム 
 温度や施肥などがコントロールされた農場経営 
学・協会  地球温暖化対応を考慮したエネルギー関連施策と技術開発 
 農業従事者育成 
大学  地球温暖化対応を考慮したエネルギー関連研究開発 
 マネジメント教育 
その他人材育成機関  エネルギー、環境教育の普及 
 研究者交流支援 
金融・投資機関  事業採算性をサポートする制度づくり 
 ふるさと支援 



















































































































































































































































































































































































































































エネルギーは特に平常状態を保つことに重点が置かれている。HEMS (Home Energy Management 







図表 11 リーダーシップシナリオの例示 
 
 

























































































































カー・業界に閉じない ALL Japan Makerでの取り組み推進 
学・協会  生活データの適切な利活用に関するガイドラインの作成と監視、外
部公開用オープン・データプラットフォームの運営・管理 











































































































































































図表 14 関連科学技術トピックの社会実装年予測（国際協調・協働） 
 
 
(2)  実現を目指すに当たっての各主体の戦略、及び、戦略推進上の留意点 
実施主体 戦略 











公的研究機関  スマートコミュニティ研究や社会システム研究 
 モニタリングシステムの普及 
 低炭素社会の実現に向けた社会制度の検討 








学・協会  エネルギーと環境の最適バランスを検討する学会間の連携 
 多国間の学会の連携、情報共有による技術課題等の認識 
































その他人材育成機関  初等教育からの環境教育の義務化 
 環境や防減災に関するリテラシー教育 
金融・投資機関  排出権取引に関する支援 
 ファンドの設立 
 地域リーダーの育成 
市民・NPO  リスクの許容と理解 
 異文化の理解 
 温暖化に関する正しい知識の蓄積 

















































































































図表 15 自律シナリオの例示 
 
 





























































政府・自治体  雇用制度、教育等に係る制度整備 
 自然環境保全を統合的に進めるための制度整備 
 都市等の再開発に向けた制度整備 
公的研究機関  ビッグデータの基盤整備 
 自然環境モニタネットワークの構築 
 スマートシュリンクやコンパクトシティ化に向けた方策の検討 








学協会  診療ガイドラインの更新・作成 
 山林の資産価値評価 
 インフラの自動検査等におけるガイドラインの策定 
大学  組織マネジメント等の研究領域の創生と人材育成 
 中山間地域における経済活動をマネジメントする人材の育成 
 建設生産システムの安全性や生産性についての研究開発 
その他人材育成機関  組織内ストレス解消に向けて医師を補完する専門職の育成 
 ICT教育の普及 
金融・投資機関  インフラ整備への投資 
市民・NPO  社会実装に向けた理解増進の推進 














(1) 第 10回科学技術予測調査に関して 
1971年の第 1回技術予測調査から 5年毎に行われた調査も 45年目を迎え、第 10回の科学技
術予測調査として本報告書をまとめた。特にグローバル化のさらなる進展を想定して国際的視点を
取り入れ、2030 年の将来社会の姿、技術の実現時期、実現を目指すに当たってのシナリオを作成





























 ［ものづくり］ 未来の産業創造と社会変革に向けた新しいものづくりプラットフォーム 
 ［サービス、ICT］ ICTを活用した交通のクラウド化と新サービス創出 
 ［サービス、ICT］ サービスデータ収集管理基盤による観光・防減災サービス 
 ［サービス、ICT］ICTを活用した技能継承の実現 
 ［健康・医療情報、脳とこころ］ 健康長寿社会の実現に向けた心身の健全化 
 ［食と地域資源］ 地域資源を活用した食料生産と生態系サービスの維持 
 ［レジリエントな社会インフラ］ 大規模災害や少子高齢化等に対応するレジリエントな社
会インフラ 








 国際協調・協働: グローバル課題解決のための国際協調・協働シナリオ 
方向性： 気候変動や感染症など、国際社会において共通した問題への取り組み、
科学技術を通じて国際貢献している姿 























































































年 22 位、2009 年 17 位、2010 年 27 位、2011 年 26 位、2012 年 27 位、2013 年 24 位、2014













































































・Future State 2030 （KPMG）
・New Lens Scenarios: A Shift in 

































































































① 世界の中の日本 ② 製造業のサービス化 ③ 人口構成 
④ 知識社会 ⑤ 都市・地域・コミュニティ ⑥ 食 
⑦ コネクト化・オープン化   
 























② 製造業のサービス化：PSS（Product Service Systems）、サービスイノベーション、長期契約


































































































     優先度の高い内容 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 A1-7 メタタグと三つの視点との関係 
 
 
①世界の中の日本 ②製造業のｻｰﾋﾞｽ化 ③人口構成 ④知識社会 ⑤都市･地域･ｺﾐｭﾆﾃｨ ⑥食 ⑦ｺﾈｸﾄ化・ｵｰﾌﾟﾝ化
1 バリアフリーな関係構築 ○ × ○ ○ ○ × ×
言語のバリアフリー ○ × × ○ × × ×
高齢者/障害者のバリアフリー × × ○ × × × ×
外国人のバリアフリー ○ × × × ○ × ×
女性のバリアフリー × × ○ × × × ×
2 不確実性の再現 ○ × × ○ × × ○
複雑性、多様性、創造性の実現 ○ × × ○ × × ×
レジリエント/ロバストな社会の実現 × × × ○ × × ○
3 冗長なプラットフォーム ○ ○ ○ × ○ × ○
拡張性 ○ ○ ○ × × × ○
MRO ○ ○ × × ○ × ○
オープン化（プロシューマ） ○ ○ × × × × ×
4 人の生涯価値向上 ○ ○ ○ ○ × × ○
人の商品化 ○ ○ ○ ○ × × ○
生涯教育 ○ × ○ ○ × × ○
早期能力診断 ○ × ○ ○ × × ○
5 人の機能拡張 ○ ○ ○ ○ × ○ ×
健康増進 × ○ × × × ○ ×
能力補強 × × ○ ○ × × ×
脳センシング ○ × × ○ × × ×
6 魅力の再発見 ○ × ○ × ○ ○ ○
日本の基礎技術 ○ × ○ × × ○ ×
伝統工芸 ○ × × × ○ ○ ○
おもてなし文化 ○ × × × ○ × ×
7 ボリュームゾーンにおける費用対効果の追求 × × ○ × ○ ○ ×
最新技術 × × ○ × ○ ○ ×
集積化による効率向上 × × ○ × ○ × ×
8 ニーズとソリューションの可視化/マッチング × ○ ○ ○ × ○ ○
可視化 × ○ × ○ × ○ ○
ビッグデータ × ○ × ○ × ○ ○
情報マッチング × ○ ○ ○ × × ×
9 × × ○ × × ○ ×
NPO × × ○ × × ○ ×
10 ○ ○ × ○ × ○ ○
高等教育 ○ × ○ ○ × × ○
初等教育 ○ × × ○ × × ×
社会人（生涯）教育 ○ ○ ○ ○ × ○ ×
11 サービス化 ○ ○ × ○ ○ ○ ○
プロダクトの計測取得情報を使ったサービス ○ ○ × × × × ○
モノを起点とした周辺サービス × ○ × ○ ○ ○ ×
参入障壁の低い生態系構築 × ○ × × × × ×
顧客視点で情報収集 × ○ × ○ × ○ ×


























































































































図表 A2-1  各分野の細目数及びトピック数 


































































研究者、及び、分野別委員会から推薦された専門家、計 4,309 名である。設問を図表 A2-2 に示
す。 
 
図表 A2-2  アンケートの設問 
［研究開発特性］ 




























































































トピックの実現予測時期を見ると、技術的実現については 2020 年と 2025 年に、社会実装につ











図表 A2-4  重点施策 
 
































図表 A2-5  重要度と国際競争力（ICT・アナリティクス分野、健康・医療・生命科学分野） 
 
 







































































































の関係を考え、良い意味での ICT のブレーキ役も果たす「サイバーセキュリティ」、「ICT と社会」、
そして、(f) インパクトが大きな研究の基盤となる「理論」の計 12細目である。 
アンケートの結果、総じて重要度が高い、または非常に高いと評価された課題が多かった。重要
度に関して回答者の平均点が高かった上位 10 課題を分類すると、HPC やビッグデータに関する















































































































































































































テーマ 参加者数 第1回 第2回 

























6 エネルギー・環境・資源 6名 2/17 10:00-12:30 
＠NISTEP 
－ 





（所属は、①～⑥2015年 3月現在、⑦2015年 5月現在） 
① ものづくり、サービス、ICT 
座長 下村 芳樹 首都大学東京 システムデザイン学部 教授 
 内平 直志 北陸先端科学技術大学院大学 知識科学研究科 教授 
 越塚 登 東京大学大学院 情報学環 教授 
 竹中  毅 独立行政法人産業技術総合研究所 
サービス工学研究センター 主任研究員  
 田中 浩也 慶應義塾大学 環境情報学部 准教授 
 戸谷 圭子 明治大学大学院 グローバル・ビジネス研究科 教授 
 長瀬 公一 東レ株式会社 研究・開発企画部 主席部員 
 新野 俊樹 東京大学 生産技術研究所 教授 
 檜山 敦 東京大学大学院 情報理工学系研究科 特任講師 






座長 福井 次矢 聖路加国際病院 院長 
 伊藤 久美 GEヘルスケア・ジャパン マーケティング本部 本部長 
 金谷 泰宏 国立保健医療科学院 健康危機管理研究部 部長 
 新開 省二 東京都健康長寿医療センター研究所 
社会参加と地域保健研究チーム チームリーダー 
 田中 二郎 株式会社麻生 飯塚病院名誉院長 
（代理） 橋本 新平 株式会社麻生 顧問 




座長 樋口 輝彦 独立行政法人国立精神・神経医療研究センター 総長 
 伊藤 久美 GEヘルスケア・ジャパン マーケティング本部 本部長 
 須原 哲也 独立行政法人放射線医学総合研究所 
分子イメージング研究センター分子神経イメージング研究 
プログラム プログラムリーダー 
 中邑 賢龍 東京大学先端科学技術研究センター 教授 
  山脇 成人  広島大学大学院医歯薬保健学研究院 教授 
 
④ 地域資源、農と食 
座長 亀岡 孝治 三重大学大学院 生物資源学研究科 教授 
 秋山 秀樹 独立行政法人水産総合研究センター 研究推進部 部長 
 加藤 鐵夫 一般社団法人日本森林技術協会 理事長 
 小山 修 国際農林水産業研究センター 
 高野 誠 独立行政法人農業生物資源研究所 
遺伝子組換え研究センター長 
 鳥居 邦夫 株式会社鳥居食情報調節研究所 代表取締役社長 
 二宮 正士 東京大学大学院 農学生命科学研究科 教授 
 堀江 武 独立行政法人農業・食品産業技術研究機構 特別顧問 
 
⑤ レジリエントな社会インフラ 
座長 藤田 光一 国土交通省 国土技術政策総合研究所 研究総務官 
 天野 玲子 独立行政法人防災科学技術研究所 減災研究推進センター 
審議役 
 大塚 友美 トヨタ自動車株式会社 商品・事業企画部 未来プロジェクト室 
 奥村 文直 公益財団法人鉄道総合技術研究所 理事 
 
⑥ エネルギー・環境・資源 




 秋田 調 一般財団法人電力中央研究所 理事 
 入江 一友 一般財団法人日本エネルギー経済研究所 研究理事 
 須藤 亮 株式会社東芝 顧問 
 宝田 恭之 群馬大学大学院 理工学府環境創生部門 教授 
 藤江 幸一 横浜国立大学大学院 環境情報研究院 教授 
 
⑦ 世界の中の日本 
座長 白石 隆 政策研究大学院大学 学長 
 伊藤 久美 GEヘルスケア・ジャパン チーフマーケティングオフィサー 
 佐藤 行雄 公益財団法人日本国際問題研究所 副会長、元国連大使 
 島  裕 株式会社日本政策投資銀行 技術事業化支援センター 
センター長 
 角南 篤 政策研究大学院大学 教授 
 引原 毅 外務省 軍縮不拡散・科学部長（大使） 
 船木 謙一 株式会社日立製作所 テクノロジーイノベーション統括本部 
生産イノベーションセンタ センタ長 
 松原 美之 東京理科大学 国際火災科学研究科教授 
 森川 正之 独立行政法人経済産業研究所 理事・副所長 





ものづくり 芦野 俊宏 東洋大学 国際地域学部国際地域学科 教授 
 安藤 寿浩 独立行政法人物質・材料研究機構 
先端的共通技術部門 先端材料プロセスユニット 
カーボン複合材料グループ グループリーダー 
 金丸 正剛 独立行政法人産業技術総合研究所 
情報通信・エレクトロニクス分野/ナノテクノロジー・ 
材料・製造分野 研究総括 
 久保 百司 東北大学大学院 工学研究科 
附属エネルギー安全科学国際研究センター 教授 
 近藤 寛 慶應義塾大学 理工学部 教授 
 高見 知秀 広島大学大学院 理学研究科数理分子生命理学専攻 
クロマチン動態数理研究拠点 特任教授 
 竹谷 純一 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 
 古川 英光 山形大学大学院 理工学研究科機械システム工学専攻 
教授 




サービス 新井 民夫 芝浦工業大学 教育イノベーション推進センター 教授 
サービス学会 会長 
 上田 完次 兵庫県立工業技術センター 所長 
 柴田 吉隆 株式会社日立製作所 デザイン本部 主任デザイナー 
 永井 由佳里 北陸先端科学技術大学院大学 知識科学研究科 
教授・研究科長 
 中島 正人 科学技術振興機構 社会技術研究開発センター 
アソシエイトフェロー 
 持丸 正明 独立行政法人産業技術総合研究所 
サービス工学研究センター長 
脳とこころ 美馬 のゆり 公立はこだて未来大学 システム情報科学部 教授 
地域資源 岡田 智之 株式会社三井物産戦略研究所新事業開発部 
グリーンイノベーション室 プロジェクトマネージャー 




東  垣 独立行政法人海洋研究開発機構 執行役 
伊藤 康 千葉商科大学 人間社会学部 教授 
 川本 克也 岡山大学大学院 環境生命科学研究科 教授、 
環境管理センター長 
 高村 典子 独立行政法人国立環境研究所 
生物・生態系環境研究センター長 
 畠山 史郎 東京農工大学大学院 農学研究院 教授 
 藤野 純一 独立行政法人国立環境研究所 
社会環境システム研究センター 主任研究員 





 内田 充 一般財団法人石油エネルギー技術センター 技術企画部 
 菊地 隆司  東京大学 大学院工学系研究科化学システム工学専攻 
 隈部 和弘 岐阜大学 工学部化学・生命工学科物質化学コース 
 銭 衛華 東京農工大学 大学院工学研究院応用化学部門 
 高木 英行 独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 
エネルギー貯蔵材料グループ 
 高野 政秀 出光興産株式会社 製造技術部 
 伏見 千尋 東京農工大学 大学院工学研究院応用化学部門 
 細貝 聡 独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 
クリーンガスグループ 
 柳川 真一朗 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社 中央技術研究所 
 151 
 
 横井 俊之 東京工業大学 資源化学研究所 触媒化学部門 
 
信州大学 COIアクア・イノベーション拠点との共同ワークショップ（2015年 3月開催）参加者 
 林 宣伶 
（イム・ソニョン） 
信州大学 アクア・イノベーション拠点 
 上田 新次郎  株式会社日立製作所 インフラシステム社 技術最高顧問 
 圓佛 伊智朗 株式会社日立製作所 本社 研究開発グループ 
日立研究所 材料研究センタ プロセスエンジニアリング研究部 
 大西 真人 株式会社日立製作所 インフラシステム社 技術開発本部  
松戸開発センタ 企画部  
 小嶋 典夫 信州大学 学術研究院（工学系） 
 上川 秀哉 トクラス株式会社技術開発センター 
 後藤 正弘 株式会社日立製作所 インフラシステム社 技術開発本部  
松戸開発センタ 水環境システム部  
 小森 研司 信州大学 アクア・イノベーション拠点 
 杉原 伸宏 信州大学 学術研究院（工学系（産学官・社会連携推進機構URA
センター）） 
 田中 厚志 信州大学 学術研究院（工学系） 
 土田 拓 信州大学 アクア・イノベーション拠点 
 土井 達也 信州大学 産学官・社会連携推進機構 
 長瀬 公一 東レ株式会社 研究開発企画部 
 辺見 昌弘 東レ株式会社 理事 











小笠原 敦 センター長 
［シナリオ担当］ 
  [テーマ別] [統合] 
梅沢 加寿夫 特別研究員 （社会インフラ） （国際協調・協働） 
浦島 邦子 上席研究官 （エネルギー環境） （国際協調・協働） 
重茂 浩美 上席研究官 （健康医療）  ［2015年 3月まで］ 
柿崎 文彦 主任研究官  （自律性） ［2015年 4月から］ 
蒲生 秀典 特別研究員 （ものづくり） （リーダーシップ） 
小柴 等 研究員 （サービス） （リーダーシップ） 
七丈 直弘 上席研究官 （ICT） （リーダーシップ） 
相馬 りか 上席研究官 （地域資源） （自律性） 
林 和弘 上席研究官 （社会インフラ） （自律性） 
本間 央之 特別研究員 （健康医療） （リーダーシップ） 
村田 純一 特別研究員 （エネルギー環境） （国際協調・協働） 







大竹 裕之  政策調査分析センター 主任研究員 
山田 美由紀  政策調査分析センター 主任研究員 
野呂 高樹  政策調査分析センター 主任研究員 
三重野 覚太郎 政策調査分析センター 主任研究員 
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